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Ⅰ 緒 言 

 
鉄筋コンクリート（以下，RC）構造物の破壊現象の解明

や理論の検証のために模型実験が行われている。しかし，

一般の RC 構造物の模型実験は規模が大きく，実験施設の

制約や実験費用の増大などから，模型の縮小化が重要な課

題の一つとなっている。縮小模型製作の問題として，縮小

鉄筋の入手が困難であることが挙げられる。実鉄筋の入手

は容易であるが，縮小鉄筋は自作する必要があり研究事例

も少ない。その中で，先行的な研究として，試作した D3
鉄筋を用いた梁実験（村山ら，1982）や同じく試作した D2，
D3 鉄筋等を用いた振動実験（隈澤ら，1997；上田ら，2003），
主筋φ4 と高靱性繊維補強セメント複合材料を用いた縮小

模型による振動実験（境ら，2004）などがある。また，最

近，建築分野で開発・販売された 1/24 スケールの縮小鉄筋

を用いた実験（細川ら，2010）も実施されている。今後，

農業水利 RC 構造物の耐力等の性能照査のための模型実験

の重要度が増す中，模型実験の一部を小縮尺の縮小模型で

代用できれば，試験効率を向上させることができる。 
本報文では，農業水利 RC 構造物の鉄筋比を考慮して縮

小鉄筋を用いた梁縮小試験体による曲げ試験を行い，実寸

試験体における荷重－変位関係およびひび割れ発生状況と

比較し，縮小試験体の基本的な力学的挙動を明らかにする。 

 
Ⅱ 試験方法 

 
2.1 試験体の仕様 

 本研究で用いた試験体の形状および鉄筋配置を Fig. 1
に，また，試験体の仕様を Table 1 に示す。試験体は 3 種の

縮尺で設計した。F 試験体は縮尺 1/1 の基準とする原型試験

体であり，引張鉄筋比が 0.59%，1.19%および 2.11%の 3 種

である。S および T 試験体は F 試験体と幾何学的に相似な

縮小試験体であり，S 試験体は縮尺 1/7，また，T 試験体は

縮尺 1/10 である。縮尺は，縮小鉄筋を用いた縮小試験体の

引張鉄筋比が原型試験体の引張鉄筋比とほぼ同程度となる

ように選定した。なお，試験体は曲げ引張破壊となるよう

に設計し，等曲げ区間以外は帯鉄筋によりせん断補強した。 
F 試験体は各 1 体を製作し，S および T 試験体は各 6 体

を製作して試験した。 
 

 
Table 1 試験体の仕様 

Specification of specimen 

試験体 縮尺 
試験体寸法 (mm) 引張鉄筋 帯鉄筋 Gmax 

(mm)b h d a s L 本数-径 pt 径-間隔(mm) pw 
F1 

1/1 100 150 120 420 1260 1500 

1-D10 0.59

D10-100 1.43 20 F2 2-D10 1.19

F3 2-D13 2.11

S1 

1/7 14 21 17 60 180 214 

1-mD32 0.65

mD32-14 1.57 2.5 S2 2-mD32 1.29

S3 2-mD41 2.35

T1 

1/10 10 15 12 42 126 150 

1-mD22 0.63

mD22-10 1.52 2.5 T2 2-mD22 1.26

T3 2-mD32 2.57

b：断面幅，h：断面高，d：有効高，a：せん断スパン，s：スパン長，L：試験体長，pt：引張鉄筋比（%）， 
pw：帯鉄筋比（%）［pw = Aw / (b･Sw)，Aw：区間 Swにおける帯鉄筋断面積(mm2)，Sw：帯鉄筋の配置間隔(mm)］ 

Fig. 1 試験体の形状および鉄筋配置 
Shape of specimen and placement of reinforcing bar 
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2.2 材料 

2.2.1 コンクリートおよびモルタル 

F 試験体に使用したコンクリート配合を Table 2 に，S お

よび T 試験体に使用したモルタル配合を Table 3 に示す。

コンクリートは，セメントに早強ポルトランドセメント，

粗骨材に砕石，細骨材に鬼怒川砂，混和剤として AE 減水

剤（マスターポゾリス 15S）および AE 剤（マスターエア

202）を各々セメント質量の 0.6%および 0.003%用いた。モ

ルタルは，セメントに早強ポルトランドセメント，細骨材

に鬼怒川砂の 2.5 mm ふるい通過分を使用した。また，混和

剤として AE 減水剤（マスターポゾリス No. 8）をセメント

質量の 0.25%用いた。 
2.2.2 鉄筋 

F 試験体では，異形棒鋼 D10 および D13（SD295A）を使

用した。これらの力学的性質を Table 4 に示す。 
S および T 試験体では，縮小鉄筋を使用した。縮小鉄筋

は，実際の鉄筋を 1/24 スケールで模擬した鉄筋であり，鉄

筋表面にはリブと節が再現されている（Fig. 2）。現在，D13，
D16，D22，D32，D41，D51 に相当する縮小鉄筋が市販さ

れている。本研究で用いた D22，D32，D41 の 3 種類の縮

小鉄筋の仕様を Table 5 に示す。なお，以下では実鉄筋と縮

小鉄筋とを区別するため，縮小鉄筋を mD22，mD32，mD41
と各々表記する。 
縮小鉄筋の応力－ひずみ関係を調べるために，mD22，

mD32，mD41 の各 10 試験体を用いた引張試験を行った。

長さ 200 mm の試験体の両端 30 mm をチャックで固定し，

変位速度 0.5 mm/min で引張した。試験体中央部の 100 mm
を標点距離とし，ひずみを計算した。また，求められた応

力－ひずみ関係の弾性領域より弾性係数を算出した。 
 

2.3 試験体の製作 

F 試験体は鋼製型枠，また，S および T 試験体はアクリ

ル製型枠を使用して打設した。打設翌日に脱型し，F 試験

体は湿潤養生，S および T 試験体は水中養生とした。また，

打設時には圧縮強度用試験体を各々製作し，F 試験体と S
および T 試験体と同じ条件で養生した。各試験体は，材齢

7 日で養生を終え，試験に供した。 
 

2.4 曲げ試験 

梁試験体の曲げ試験は，3 等分点載荷試験とした。 
変位は，F 試験体では試験体下部中央に変位計を設置し

てたわみを測定し，S および T 試験体では試験体上部の載

荷点の変位を載荷試験機により測定した。Fig. 3 に縮小試

験体の試験状況を示す。 
F 試験体は，繰り返し載荷試験とし，S および T 試験体

は，各 3 体を単調載荷試験とし，残りの 3 体を繰り返し載

荷試験とした。S および T 試験体の各試験の載荷方法を

Table 6 および Table 7 に示す。 
 

Ⅲ RC 梁の曲げ挙動 

 

3.1 曲げ挙動 

曲げを受ける RC 梁の挙動の模式図を Fig. 4 に示す。Fig. 
1 に示す 3 等分点載荷された RC 梁に荷重が作用すると， 3
等分点の中央の等曲げ区間に最大モーメントが発生し，梁

Table 2 コンクリート配合および圧縮強度 
Specified mix proportion and compressive strength of concrete 

Gmax 
(mm)

W/C
(%)

配合 (kg/m3) σ7 
(N/mm2) W C S G A 

20 64 168 263 863 987 1.59 23.4 

Table 3 モルタル配合および圧縮強度 
Specified mix proportion and compressive strength of mortar 

Gmax 
(mm)

W/C
(%)

配合 (kg/m3) σ7 
 (N/mm2)W C S G A 

2.5 65 340 524 1310 - 1.31 32.3 

Table 4 鉄筋の力学的性質 
Mechanical properties of reinforcing bar 

呼び名 
降伏点 

(N/mm2) 
引張強度 

(N/mm2) 
伸び率 

(%) 

D10 358 498 32.5 

D13 349 497 26.5 

 
Fig. 2 縮小鉄筋 

Miniature reinforcing bar 

Table 5 縮小鉄筋の仕様 
Properties of miniature reinforcing bar 

呼び名
単位質量

(kg/m) 
公称直径 

(mm) 
公称断面積 

(mm2) 
長さ 
(mm) 

mD22 0.0060 0.98 0.759  200  

mD32 0.0121 1.40  1.541  200  

mD41 0.0220 1.89  2.796  200  

 
Fig. 3 縮小試験体の試験状況 

Loading test of small scale specimen 
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下縁に曲げひび割れが発生する。曲げひび割れ発生後は，

引張断面の軸方向の抵抗力は，引張鉄筋によって負担され

る。さらに荷重が増加すると鉄筋が降伏に至る。鉄筋降伏

後は部材の抵抗力は大きくは増加せず，梁上縁部でコンク

リートが圧縮破壊して，部材全体の破壊に至る。 
本報文では，曲げ降伏点に着目し，原型試験体と縮小試

験体における計算値と実験値について検討する。 
 

3.2 曲げ降伏荷重 
4 点曲げを受ける単鉄筋 RC 梁の降伏荷重 ௬ܲは，弾性理論

から次式で求められる。 

 ここに，ܯ௬：梁断面の降伏モーメント（N･mm），ܽ：

せん断スパン（mm），ܣ௦：鉄筋断面積（mm2）， ௬݂：鉄筋の

降伏強度（N/mm2），ݔ：中立軸の位置（mm），݊：ヤング係

数比，݀：梁の有効高さ（mm），݌：鉄筋比，ܧ௦：鉄筋の弾

性係数（N/mm2），ܧ௖：コンクリートの弾性係数（N/mm2），

ܾ：梁の幅（mm）である。 
 

Ⅳ 結果および考察 

 
4.1 縮小鉄筋の機械的性質 

縮小鉄筋の応力－ひずみ関係を Fig. 5 に，実鉄筋の応力

－ひずみ関係の 1 例を Fig. 6 に示す。また，JIS G 3112「鉄

筋コンクリート用棒鋼」に規定されている鉄筋の機械的性

Table 6 単調載荷の載荷方法 
Loading conditions of monotonic loading 

行程 荷重 制御条件 S および T 

1 載荷 
目標変位点(mm) 2 

変位速度(mm/min) 0.2 

2 載荷 
目標変位点(mm) 10 

変位速度(mm/min) 0.4 

Table 7 繰り返し載荷の載荷方法 
Loading conditions of cyclic loading 

行

程 

荷

重 
制御条件 S1 S2 S3 T1 T2 T3 

1 
載

荷 

変位点(mm) 2 2 2 1 2 2 

速度(mm/min) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

2 
除

荷 

荷重点(kN) 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

速度(kN/min) 0.3 0.3 0.6 0.1 0.1 0.6

3 
載

荷 

変位点(mm) 4 4 3 2 3 3 

速度(mm/min) 0.4 0.4 0.4 0.2 0.4 0.4

4 
除

荷 

荷重点(kN) 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

速度(kN/min) 0.3 0.3 0.6 0.1 0.1 0.6

5 
載

荷 

変位点(mm) 10 10 10 10 10 10 

速度(mm/min) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

 

 
Fig. 4 曲げを受ける RC 梁の挙動 
Behavior of RC beams subjected to bending 
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Fig. 5 縮小鉄筋の応力－ひずみ関係 

Stress-strain relationship of miniature reinforcing bar 
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質のうち，降伏点，引張強度，伸びを Table 8 に示す。縮小

鉄筋の応力－ひずみ関係の特徴としては，①実鉄筋に見ら

れる降伏点が明瞭に見られない，②弾性領域の挙動は 10 本

の試験でほぼ一致しておりばらつきは少ない，③mD22 お

よび mD32 の引張強度はほぼ等しい，④破断時のひずみは

ばらつきが大きい，⑤破断時のひずみは 2.3～6%程度と JIS
規定の SD295 の 16%に比べて小さい，⑥mD41 では引張強

度が他の試験体の 2 倍近くを示す試験体が 1 体あった，⑦

降伏耐力は JIS 規定の SD295 と同程度であるが引張強度は

下回る，などが挙げられる。上記の①と③の理由としては，

鉄筋の製造方法の相違が考えられる。実鉄筋が熱間圧延に

よって製造されるのに対して，縮小鉄筋は冷間鍛造により

製造される。冷間鍛造とは，常温で金型のプレスにより成

型する方法で寸法精度に優れる。しかし，冷間鍛造のよう

に冷間加工された鋼材では降伏点が明瞭に出ないことが多

いとされている（例えば，佐藤，1979）。 
応力－ひずみ関係の弾性領域より求めた弾性係数を Fig. 

7 に示す。鉄筋径が大きくなるにしたがい，弾性係数が小

さくなっている。 
 

4.2 原型試験体の曲げ試験 

F シリーズ試験体の繰り返し載荷試験で得られた荷重－

変位関係を Fig. 8 に示す。同図には式(1)～(5)で求めた降伏

荷重も図示した。なお，降伏荷重の計算で用いた材料物性

を Table 9 に示す。F1 および F3 試験体については，降伏荷

重の試験値と計算値がほぼ一致している。F2 試験体では試

験値が計算値を約 11%上回っているものの，F シリーズ試

験体の降伏荷重の試験値と計算値は良く一致していると言

える。  

 
4.3 縮小試験体の曲げ試験 

4.3.1 単調載荷 
縮小試験体の単調載荷試験で得られた荷重－変位関係を

Fig. 9 に示す。図中の点線は計算で求めた降伏荷重である。

降伏荷重の計算には Table 9 の材料物性を用いた。各シリー

ズとも 3 体の試験体の弾性領域から降伏までの荷重－変位

関係はばらつきの少ない結果が得られた。S2 および S3 シ

リーズを除けば，降伏後の挙動のばらつきも少ない。しか

しながら，原型試験体と比較すると，降伏荷重は， 1/7 ス

ケールの S1～S3 試験体では 19.6～53.4%で平均 33.0%，1/10
スケールのT1～T3試験体では1.8～24.4%で平均15.3%も試

験値の方が大きく，計算値との乖離が見られた。 

 
Fig. 6 実鉄筋の応力－ひずみ関係 
Stress-strain relationship of real reinforcing bar 

Table 8 鉄筋の機械的性質（JIS G 3112） 
Mechanical properties of reinforcing bar 

種類の 

記号 

降伏点ま

たは耐力 

(N/mm2) 

引張強度 

(N/mm2) 
伸び 

(%) 

SD295A 295 以上 440～600 16 以上 

SD295B 295～390 440 以上 16 以上 

SD345 345～440 490 以上 18 以上 

 

 

 
Fig. 7 縮小鉄筋の弾性係数 

Young’s modulus of miniature reinforcing bar 

 
Fig. 8 原型試験体の荷重－変位関係 

Load-displacement behavior of F-series beams 

Table 9 材料物性 
Mechanical properties of materials 

材料 
圧縮強度 
(N/mm2) 

降伏強度* 
(N/mm2) 

弾性係数
(N/mm2) 

断面積
(mm2)

コンクリート 23.4 - 25,000 - 

モルタル 32.3 - 19,800 - 

D10 - 358 200,000** 71.33 

D13 - 349 200,000** 126.7 

mD22 - 294 165,000 0.759 

mD32 - 301 157,000 1.541 

mD41 - 316 132,000 2.796 
*：mD22，mD32，mD41 については，0.2%耐力を示す。 
**：2012 年制定コンクリート標準示方書より。 
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Fig. 9 に示した縮小試験体の荷重－変位関係を原型試験

体の 1/1 スケールに換算した結果を Fig. 10 に示す。ここで

は，相似則より次のように換算した（例えば，香川，1978）。
原型試験体の代表寸法を݈௣，幾何学的に相似な縮小試験体

の代表寸法を݈௠とすれば，縮尺を1/ߣとした時， 

1
ߣ
ൌ
݈௠
݈௣
							 ∴ ߣ ൌ

݈௣
݈௠

 (6)

と表せる。この時，縮小試験体の荷重を ௠ܲとすれば，縮尺

1/1 の試験体の換算荷重 ௣ܲは，  

௣ܲ ൌ ଶߣ ௠ܲ (7)

同様に，縮小試験体の変位ߜ௠の換算変位ߜ௣は， 

௣ߜ ൌ λߜ௠ (8)

と表せる。ところで，Table 10 に示すように原型試験体と

縮小試験体とでは鉄筋比が相違しているため，式(7)の換算

荷重 ௣ܲを修正する必要がある。修正係数を݇௬とすれば，縮

尺 1/1 の試験体の換算荷重 ௣ܲは式(7)より， 

௣ܲ ൌ ଶ݇௬ߣ ௠ܲ (9)

と表せる。ここで，݇௬は，式(1)において縮小試験体の鉄筋

比で計算した荷重を ௬ܲ௠，原型試験体の鉄筋比で計算した荷

重を ௬ܲ௣とした時， 

݇௬ ൌ
௬ܲ௣

௬ܲ௠
 (10)

    
             (a) S1(1/7, mD32 × 1)                                      (b) T1(1/10, mD22 × 1) 

    
             (c) S2(1/7, mD32 × 2)                                      (d) T2(1/10, mD22 × 2) 

    
             (e) S3(1/7, mD41 × 2)                                       (f) T3(1/10, mD32 × 2) 

Fig. 9 単調載荷による縮小試験体の荷重－変位関係 
Load-displacement behavior of small scale beams under monotonic loading 
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とした。S1 および T1 試験体は弾性領域から降伏後の変位 
20 mm 程度の区間において原型試験体の荷重－変位関係と 
良く一致する（Fig. 10(a)）。また，S2 および T2 試験体は降 
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伏荷重で F2 試験体を下回ることを除けば，弾性領域から

降伏後の変位 30 mm程度の区間において原型試験体の荷重

－変位関係と良く一致する（Fig. 10(b)）。これらに対して，

S3，T3 試験体では，弾性領域から降伏までの挙動は一致す

るものの降伏後の挙動は荷重，変位ともに原型試験体より

も大きく，原型試験体の挙動と大きく相違している（Fig. 
10(c)）。すなわち，原型試験体における鉄筋比の増加による

梁の変形の減少を再現できていない。つまり， F1，F2 の

ような鉄筋比が 1.19%程度までの試験体においては縮小試

験体の挙動は原型試験体の挙動をある程度再現できたが，

鉄筋比が 2.11%程度の試験体においては原型試験体より荷

重，変位ともに大きくなり，挙動を再現することはできな

かった。 
なお，原型試験体の挙動を再現できていると考えられる

低鉄筋比の試験体においても，Fig. 9 における降伏荷重の

計算値と試験値の間に乖離が見られた。縮小模型による実

大構造物の挙動再現の精度を向上させるためには，このよ

うな乖離の原因を解明し，降伏荷重の計算に反映させるこ

とが必要と考える。 
4.3.1 繰り返し載荷 
縮小試験体の繰り返し載荷試験で得られた荷重－変位関

係を Fig. 11 に示す。原型試験体の挙動との類似性として，

①除荷および再載荷過程における勾配は初期勾配と等し

い，②除荷と再載荷曲線は閉じた履歴曲線を描く，③繰り

返し載荷ループの終端は単調載荷曲線を包絡線とする，な

どが挙げられる。すなわち，縮小試験体により原型試験体

の繰り返し挙動を再現可能と考えられる。 
なお，Fig. 11 (e)の S3 試験体においては，Fig. 9 (e)と比較

して荷重が大きな傾向を示している。これは，Fig. 5 に示

したように使用した縮小鉄筋mD41の応力-ひずみ関係のば

らつきが大きいためであると考えられる。 
 

4.4 ひび割れ発生状況 

各試験体のひび割れの発生分布を Fig. 12 に示す。縮小試

験体は，①原型試験体と比較してひび割れ本数が少ない，

②原型試験体と同様に鉄筋比が大きな試験体ほどひび割れ

本数が多い，③縮尺 1/7 縮小試験体と縮尺 1/10 縮小試験体

 
(a) F1, S1 および T1 シリーズ 

 
         (b) F2, S2 および T2 シリーズ 

 
      (c) F3, S3 および T3 シリーズ 

Fig. 10 縮尺 1/1 に換算された荷重－変位関係 
Equivalent load-displacement behavior with full scale 
beams 

 
Table 10 鉄筋比による修正係数 

Correction factor by reinforcement ratio 

原型試験体 

試験体 No. F1 F2  F3 

縮尺 1/1 1/1  1/1 

鉄筋比 ptp (%) 0.59 1.19  2.11 

縮小試験体 

試験体 No. S1 T1 S2 T2  S3 T3 

縮尺 1/7 1/10 1/7 1/10  1/7 1/10 

鉄筋比 ptm (%) 0.65 0.63 1.29 1.26  2.35 2.57 

使用鉄筋 mD32 mD22 mD32 mD22  mD41 mD32

鉄筋比 ptp による計算荷重 Pyp  (N/mm2) 218.5 108.3 426.7 211.3  776.9 372.4 

鉄筋比 ptmによる計算荷重 Pym  (N/mm2) 239.8 115.3 460.6 223.1  859.8 448.0 

修正係数 ky = Pyp / Pym 0.911 0.939 0.926 0.947  0.904 0.831 

 



とではひび割れ分布状況に差が見られない，などが特徴と

して挙げられる。①の縮小試験体のひび割れ本数が少ない

原因としては，縮小鉄筋と実鉄筋の付着性状の相違がひび

割れ分散性に影響を及ぼしていると考えられる。縮小試験

体と原型試験体のひび割れ分散性の相違については今後引

き続き検討が必要と考える。 
 

Ⅴ 結 言 

 
本報文では，縮小鉄筋を用いた縮小模型の基礎的な力学

的挙動について，RC 梁の原型試験体と縮小試験体の曲げ試

験における荷重－変位関係およびひび割れ発生状況を比較

して検討した。得られた結果は以下のとおりである。 
(1) 縮小鉄筋の機械的性質は，降伏点が明瞭でないなど実

鉄筋と相違する特性を有している。 
(2) 縮小鉄筋の特性により，縮小試験体の荷重－変位曲線

の降伏点は明瞭ではない。 

(3) 最大荷重に至るまでの縮小試験体の曲げ挙動のばらつ

きは少ない。 
(4) 1.19%程度までの低鉄筋比においては，縮小試験体で原

型試験体の挙動が再現可能であることが示唆された。 
(5) 縮小試験体のひび割れ発生本数は，原型試験体に比較

して少なく，ひび割れの分散性は小さい。 
(6) 縮尺 1/7 縮小試験体と縮尺 1/10 縮小試験体とではひび

割れ分布状況に差が見られない。 
今後の課題としては，次のことが考えられる。 

(1) 実大規模の RC 梁試験データを基に縮小試験体の比較

試験を実施し，小縮尺の影響を評価する。 
(2) 高鉄筋比において原型試験体と縮小試験体の挙動が異

なる原因を明らかにして，縮小試験体の適用範囲を検証

する。 
(3) 原型試験体と縮小試験体におけるひび割れ分散性の相

違について検討する。 
 

    
           (a) S1(1/7, mD32 × 1)                                 (b) T1(1/10, mD22 × 1) 

    
           (c) S2(1/7, mD32 × 2)                                 (d) T2(1/10, mD22 × 2) 

    
           (e) S3(1/7, mD41 × 2)                                 (f) T3(1/10, mD32 × 2) 

Fig. 11 繰り返し載荷による縮小試験体の荷重－変位関係 
Load-displacement behavior of small scale beams under cyclic loading 
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Flexural Behavior of Small Scale Model of Reinforced Concrete Beam 
 
 

TOKASHIKI Masaru*, ASANO Isamu*, MORI Mitsuhiro* and NISHIHARA Masahiko* 
 

Facilities and Geotechnical Engineering Research Division, Facilities Engineering* 
 
 

Summary 
The flexural behavior in flexure test of two small scale mortar beams using miniature reinforcing bars is 

investigated by comparison with prototypic scale RC beams, whose tensile reinforcement ratios are 0.59, 1.19 and 
2.11%. The load-displacement behavior of both 1/7 and 1/10 scale models agree well with that of the prototypes until 
the yield point. Beyond this yield point the load-displacement behavior of the models with tensile reinforcement 
ratios of 0.59 and 1.19% agrees with that of the prototypes, whereas the maximum loads of the models with tensile 
reinforcement ratio of 2.11% are about 20% greater than that of the prototypes. The ultimate strain values of each 
model are very scattered. These results are caused by mainly the dispersion of ultimate strain of miniature reinforcing 
bars. At the ultimate points the models have fewer cracks as compared to the prototypes. This result suggests the 
differences in bond strength to cement matrices between miniature reinforcing bars and real ones.  

The results obtained in this paper suggest that the small scale beams using miniature reinforcing bars with tensile 
reinforcement ratio of less than about 1.19% have similar flexural behavior until ultimate failure with prototypic RC 
beams. 

 
Key words: Reinforced concrete beam, Small scale model, Flexural test, Miniature reinforcing bar, Similarity 
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バイオ炭混入による砂質土壌の物理性の変化 
 

―保水性・透水性・肥料成分の移動への影響について― 
  

岩田幸良* 宮本輝仁* 亀山幸司** 

 
*農地基盤工学研究領域畑地工学担当 

**企画管理部業務推進室 

 
キーワード：砂質土壌，バイオ炭，土壌改良，有効水分量，硝酸イオン 

 
Ⅰ 緒 言 

 
福井県北部を流れる九頭竜川の左右岸に広がる福井・坂井平

野において、平成 11年度より、老朽化した開水路のパイプライ

ン化によって生み出される余剰水を，これまで質と量ともに不

安定な水源に依存していた地域の水源に充て，灌漑用水の安定

供給を図ることを目的とする国営農業用水再編対策事業「九頭

竜川下流地区」が実施されている。この事業対象地域の一部で

ある三里浜地域には約 320 haの砂丘畑があり，園芸作物を中心

に栽培が行われている。この地域は，これまで灌漑水を塩分が

混じった地下水に依存し，塩害を避けるために十分な灌漑が実

施できない場合があったが，本事業の実施により，良質な農業

用水が供給される予定である。そのため，三里浜特産農業協同

組合や JA 花咲ふくいを中心に，事業実施後に潅漑水を有効利

用した営農を実現するための営農実証試験が行われている。し

かし，対象土壌が砂質土壌であるため，保水性や保肥性に乏し

く，肥料抜けの対策を行っているが，有効な手立てがまだ確立

されていない状況にある。 

土壌の保水性や保肥性を改善するための方法として，バイオ

炭を用いた土壌改良が考えられる。バイオ炭（Biochar）は，有

機物（バイオマス）の熱分解生成物のうち，土壌改良資材とし

て利用される炭のことをいう。これまでに，バイオ炭を土壌に

混入することで，作物の生産性が向上することが報告されてい

る（陳ら, 2007; Chan et al., 2007;陳ら, 2008; Asai et al., 2009; Hunt et 
al., 2010）。これは，バイオ炭を混入することで土壌の物理性や

化学性，微生物活動が変化することに起因している（Lehmann 
and Joseph, 2009; Steinbeiss et al., 2009）。特に，バイオ炭混入によ

る物理性の改善効果については，保水性の向上（Kameyama et al., 
2010; Abel et al., 2013）や熱伝導率の低下（亀山ら, 2013）が報告

されている。また，肥料成分の保持能力の向上についての報告

がある（Laird et al., 2010）。これらの結果は，保水性や保肥性の

乏しい土壌にバイオ炭を混入することで，土壌の保水性・保肥

性が改善されることを示唆している。 
本研究で対象とする九頭竜川流域では，土壌改良材として地

元の九頭竜森林組合が木材のリサイクルで生産しているバイオ

炭が販売されている。そこでこのバイオ炭を活用して，三里浜

砂丘地の砂質土壌の物理性を改善できないか検討することとし

た。土壌改良を行うためには多量な資材を必要とするため，そ

の近隣地域で生産されたバイオ炭を用いる方が輸送面等から合

理的と考えられるためである。物理性の改善による肥料抜けの

対策としては，土壌改良資材を投与することにより，土壌の保

水性を向上させて水溶性の肥料成分の滞留時間を長くすること，

および肥料成分を吸着する特性を向上させること等が考えられ

る。そこで，本研究では，九頭竜森林組合で製造されているバ

イオ炭の混入による保水性の改善と肥料成分の移動への影響に

ついて実験室レベルで試験を行い，バイオ炭の混入による保水

性・保肥性の改善の可能性について検討した。 
 

Ⅱ 試験方法 

 
2.1 供試試料と物性評価 

 畑地灌漑を予定している福井県三里浜地区の典型的な砂質土

壌畑の作土層（0～15 cm深）から採取した土壌を供試土とした。

土性は砂 99%，シルト 1%の砂土である（谷口ら, 印刷中）。 
土壌に混入させるバイオ炭は2種類とし，バーク炭（森もり

炭；九頭竜森林組合）と，比較対象として木炭（農業用みのり

炭素；奈良炭化工業株式会社）を用いた。バーク炭は製紙用チ

ップ製造の際に出る樹皮を原料とし，平窯により炭化したもの

であるが，温度管理はしていないようであった。木炭は広葉樹

を原料とし，土釜により炭化温度600～700℃で炭化したもので

ある。バイオ炭の理化学性をTable 1に示す。 
試験に使用したバーク炭と木炭をFig. 1に示す。木炭は粒状

で粒径が 5～10 mm程度であるのに対し，バーク炭は粉状で粒

径は数mm程度と細かい。土壌に混入したバイオ炭は，農業現 
 

Table 1  実験に用いたバイオ炭の理化学性 
Physicochemical properties of biochar used in this experiment 

 真比重 

(Mg m-3) 

炭素 

(%) 

水素 

(%) 

窒素 

(%) 

硫黄 

(%) 

バーク炭 1.67 63.7 1.5 1.5 < 0.3 

木炭 1.54 69.3 2.0 1.0 < 0.3 
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場で作土に混入する場合を想定し，粒度の調整をせず，購入し

たものをそのまま使用した。一方，後述の水銀圧入法で間隙分

布を求める試験では，粗大な間隙の影響を避けるため，粉砕機

でバイオ炭を粉砕後，0.5 mmの篩を通過し，0.2 mm の篩に残

ったものを使用した。 
 

2.2 バイオ炭混入試料の準備 

バイオ炭の施用についてのこれまでの研究をみると，混入割

合が 0.5～5％の範囲で土壌に施用し，その効果が確認されてい

るものが多い（陳ら, 2007; Chan et al., 2007; 陳ら, 2008; Asai et al., 
2009; Hunt et al., 2010; Laird et al., 2010; Zheng et al., 2013）。そのた

め，本研究でも既存の研究に倣い，乾燥重量割合が 1％，3％，

5％となるように土壌にバイオ炭を混入した。土壌の乾燥密度

（ρds）とバイオ炭の乾燥密度（ρdc）は次式で計算される。 
 ρds = Wds / Vds     (1) 
  ρdc = Wdc / Vdc ＝ rc × Wds / Vdc     (2) 

ここに，Wdsと Wdcは土壌とバイオ炭の重さ，Vsと Vcは土壌

とバイオ炭の容積，rc は土壌に対するバイオ炭の混入比（上記

の乾燥重量割合の 1/100）である。一方，土壌とバイオ炭を混

ぜた試料の乾燥密度（ρd(c+s)）は次式で表現される。 
  ρd(c+s) = (Wds + Wdc) / (Vds + Vdc) 

 = (1+rc) ×Wds / (Vds + Vdc)    (3) 
式(3)の Vds と Vdc に式(1)と式(2)を代入することで，ρd(c+s)を 

ρdsとρdcと rcから計算する式(4)が得られる。 
  ρd(c+s) = (1 + rc) / (1/ρds + rc /ρdc)    (4) 
谷口ら（印刷中）を参考にし，100 cm3 円筒ステンレス容器に

乾燥密度が約 1570 kg m-3 になるように土壌を充填し，コント

ロール（土壌のみの試料）とした。同様に，100 cm3 円筒ステ

ンレス容器にバイオ炭を密に詰め，105℃で 48時間以上乾燥さ

せることでρdcを測定した。コントロールの乾燥密度（ρds）と

式(4)からρd(c+s)を計算し，この値を用いて 100 cm3 円筒容器に

バイオ炭を混入した試料を充填した。コントロール，バイオ炭

を重量比で 1%，3%，5%混入した試料をそれぞれ8個ずつ，バ

イオ炭を密に充填した試料（バーク炭，木炭）を5個ずつ用意

した。 
 

2.3 バイオ炭混入の透水性・保水性への影響評価 

バイオ炭混入による透水性の変化について評価するため，コ

ントロールとバイオ炭を混入した試料の各処理からそれぞれ 3
サンプルを任意に抽出し，定水位法（土壌物理性測定法委員会, 
1972）により飽和透水係数を求めた。 
また，バイオ炭混入による保水性の変化について評価するた

め，各処理について5個のサンプルを用いて水分特性曲線を求

めた。pF1.0（–0.98 kPa）～pF1.5（–3.10 kPa）は砂柱法（Jamison, 
1958），pF1.8（–6.18 kPa）～pF4.2（–1553 kPa）は加圧板法（土

壌物理性測定法委員会, 1972）にて測定を行った。 
得られた土壌水分特性データから，圃場容水量（pF1.8 のと

きの土壌水分量），成長有効水分量（pF1.8 の水分量から pF3.0
の水分量を差し引いた値，θ3.0），有効水分量（F1.8の水分量か

ら pF4.2の水分量を差し引いた値，θ4.2）を求めた（駒村, 1992）。
バイオ炭混入割合による保水性の向上効果を検証するため，有

意差検定を行った。有意差検定は，①コントロールと各試料の

間，②バーク炭と木炭それぞれにおける炭の混入割合が異なる

試料の間，③混入割合が同じバーク炭と木炭の混入試料の間の

3段階で平均値の差の有意性を t検定により判定した。 
混入するバイオ炭の水分特性が事前にわかっている場合，混

入割合に応じた保水性の変化が予測できると便利である。そこ

で，土壌とバイオ炭のθ3.0 とθ4.2 からバイオ炭混入試料のθ3.0

とθ4.2を推定することを試みた。 
式(3)で示したように，バイオ炭を混入した試料の重さ（Wd(s+c)）

はWds＋Wdcなので，WdsとWdcは土壌に対する炭の混入比（rc）

を用いて次式で計算される。 
Wds = Wd(s+c) / (1 + rc)     (5) 
Wdc = Wd(s+c) – Wds = Wd(s+c) × { rc / (1 + rc)}    (6) 

ここで，土壌とバイオ炭を混入したことによりそれぞれの水分

特性は単体のときと変わらないと仮定する。この仮定の下で，

コントロールの水分特性曲線から求めた土壌のθ3.0とθ4.2をそ

れぞれθs3.0とθs4.2，バイオ炭の水分特性曲線から求めたθ3.0と

θ4.2をそれぞれθc3.0とθc4.2とすると，バイオ炭混入時の試料の 

θ3.0とθ4.2は次式であらわされる。 
  θ3.0 or 4.2 = (θs3.0 or 4.2 /ρds) ×Wds + (θc3.0 or 4.2 /ρdc) ×Wdc 

         = Wd(s+c) × [θs3.0 or 4.2 / {ρds×(1 + rc)}  
+ (θc3.0 or 4.2×rc) / {(ρdc × (1 + rc)}]   (7) 

式(7)により計算した値を実測値と比較することで，計算結果の

妥当性を検討した。 
θ3.0とθ4.2を式(7)により計算する際，100 cm3 円筒ステンレ

ス容器にバイオ炭を詰めて求めたθc3.0とθc4.2の代わりに，水銀

圧入法により求めた微細間隙構造を用いる方法も検討した。バ

イオ炭自体は水につけた時，撥水性を示す場合がある。そのた

め，撥水性に影響されず間隙分布を得られる水銀圧入法の測定

結果も比較検討した。水銀圧入法により得られた間隙分布から

Fig. 1  試験に使用したバーク炭と木炭 
Biochars made from bark (a) and wood (b), which were used in 
this experiment. 
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θc3.0とθc4.2を求めるため，間隙径を等価毛管直径と等しいとみ

なし，以下のジュレンの式により相当する圧力水頭（pF値）に

換算した（成岡, 1989）。 
 h = 0.3/ d      (8) 

ここに，hは毛管上昇高さ，dは等価毛管直径（共に単位は cm）

である。水銀圧入法による間隙分布の測定には，0.3 kPa ～ 400 
kPa を Carol Erba Institute 社の Pascal140 を，0.1 MPa ～ 400 
MPa を同社のPascal440を使用した。 

 
2.4 バイオ炭混入の硝酸イオンの流出への影響評価 

畑地に施肥された窒素は，土壌中に生息する硝酸化成菌の作

用を受けて，そのほとんどが最終的には硝酸態窒素になる（田

淵ら, 1998）。そのため，土壌中の肥料成分の移動を評価するた

めに硝酸イオンの流出に着目した。 

バーク炭の混入が肥料成分の移動に与える影響を評価するた

め，コントロール（土壌のみ）とバーク炭を 3%，5%混入した

試料について，カラム試験を実施した。三里浜砂丘地で実施さ

れた営農実証試験では 10a当たり 28 kg Nの基肥を施用した実

績があり，その量（87.5 mg N kg-1）よりわずかに多い施肥を想

定し，硝酸カリウム478mgをそれぞれの試料に均一になるよう

に混ぜた試料を用意した。これは土壌に対して 100 mg N kg-1 を
施用したことに相当する。各試料を内径 6 cm，高さ 15 cm の容

器に，少量ずつできるだけ均等になるように詰めてカラムを作

成した（Fig. 2）。カラム下端から蒸留水を毛管上昇させながら

土壌試料へ給水を行った。24時間以上かけてカラム下端からの

給水を終了することで土層内の水ポテンシャルの初期条件を各

処理で同じにした。試験開始と同時にカラム上端から一定フラ

ックス（4.4 mm h-1）で水を供給した。この量は現地で実施され

ている約半分の灌漑強度に相当する。水フラックスの調整には

送液ポンプ（Masterflex, Cole-Parmer Instrument Company）を用い

た。カラム下端から 10 cm低い位置を自由水面とし，流出水を

オートサンプラー（CHF161RA，ADVANTEC）で 1時間毎に採

水した。実験終了後，イオンクロマトグラフ（DIONEX, ICS-1500）
により流出水に含まれる硝酸イオン濃度を測定した。実験中，

カラム下端から高さ 2.5，7.5，12.5 cm の 3地点でテンシオメー

タによりマトリックポテンシャルを測定した。テンシオメータ

の圧力センサー（PA-500-102V, Copal electronics）からの出力を 1
時間間隔でサンプリングし，データロガー（CR1000, Campbell 
Sci. Inc.）に記録した。得られた結果から硝酸イオンの流出量を

求め，バーク炭の混入が硝酸イオンの移動に与える影響を評価

した。供試土壌が砂質土であり保肥性が低いことと，作物栽培

期間ではないときに土壌をサンプリングしていることから，

元々の窒素はほとんど無いと考え，試験前に添加した硝酸態窒

素の量を基準に流出率を計算した。 
 

Ⅲ 結果と考察 

 
3.1 バイオ炭混入が透水性と保水性に与える影響 

飽和透水係数の測定結果をFig. 3に示す。バーク炭は混入量

の増加に伴い透水係数が低下する傾向がみられたのに対し，木

炭は混入量の増加に伴い透水係数が増加する傾向がみられた。

混入量の異なる各試料とコントロールとの間に有意な差が認め

られたものは，木炭を 5%加えた試料のみであった。また，バ

ーク炭は，混入量1%と5%の試料の間に有意な差が認められた。

一方，木炭は，混入量 1%と 3%の試料間および混入量1%と5%
の試料間に有意な差が認められた。バイオ炭の種類の違いにつ

いては，混入量 5%のときに有意な違いが認められた。 
一般に大きな間隙ほど間隙内を流れる水の流速が速くなるた

め，粗大な間隙が多いほど飽和透水係数が高くなる傾向がある

（例えば, 安中ら, 1992）。従って，木炭を加えたことで粗大な

間隙が増加したことが，コントロールよりも木炭 5%で有意に

透水係数が増加し，木炭を入れた試料との比較では木炭を入れ

るほど透水係数が増加傾向にあった要因として挙げられる。こ

のような違いが認められたものの，本試験では各処理間で飽和

オートサンプラー

テンシオメータ 

テンシオメータ 

テンシオメータ 

(A) 

(B) 

Fig. 2 実験装置の概要図（A）と作成した土壌カラム（B）
Schematic diagram of the experiment setup (A), and photo of soil 
column (B). 
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透水係数にオーダーレベルの違いは認められず，バイオ炭投入

による明確な改善効果は期待できないと考えられる。陳ら（2008）
は島尻マージにバイオ炭を投入しても透水係数に明確な違いが

みられなかったことを報告している。またUzoma et al.（2011）
が砂質土壌にバイオ炭を投入したときに透水係数が低下してい

ることを示している。Laird et al.（2010）は，壌土でもバイオ炭

投入による飽和透水係数の増加効果はみられなかったことを報

告している。これらのことを考慮すると，本来の透水性が良好

な土壌の場合，バイオ炭投入による透水係数の顕著な増加は期

待できないと考えられる。 
コントロールとバーク炭・木炭を詰めた試料の水分特性曲線

をFig. 4に示す。コントロールはpF1.3からpF1.8にかけて急激

に土壌水分量が低下するが，pF1.8˂の範囲では土壌水分量の変

化が少ない，典型的な砂質土壌の水分特性曲線を示した（中野，

1991）。バーク炭はpF1.0から水分量が下がりはじめ，pF3.0˂の
範囲では顕著な減少はみられなかった。木炭は毛管飽和時

（pF0.0）からpF1.0にかけて急激に水分が低下したが，その後

は pF の増加に伴い水分量が緩やかに減少した。バーク炭・木

炭共に飽和時と pF4.2 の水分量は土壌（コントロール）よりも

大きかった。水分特性曲線から求められたθ3.0は，コントロー

ルが 0.048 m3 m-3に対し，バーク炭と木炭はそれぞれ 0.14 m3 m-3

と0.025 m3 m-3であった。同様にθ4.2は，コントロールが0.054 m3 
m-3 に対し，バーク炭と木炭のθ4.2はそれぞれ 0.17と0.034 m3 
m-3 であった。バーク炭のθ3.0とθ4.2はコントロールの 3 倍程

度だったのに対し，木炭はコントロールよりも小さな値である。 
バイオ炭混入試料の成長有効水分量（θ3.0）の測定結果をFig. 

5Aに示す。バイオ炭混入試料とコントロールを比較すると，木

炭 5%混入試料を除き，コントロールとバーク炭・木炭混入試

料との間にそれぞれ 1%・5%水準で有意な差が認められた。一

方，バーク炭・木炭ごとに混入量の違う試料間で比較すると，

バーク炭・木炭いずれも，炭混入量の違いによる有意差は認め

られなかった。混入量が同じバイオ炭混入試料間で比較すると，

資材の違いについては，混入量 5%の試料間に1%水準で有意な

差が認められた。 
バイオ炭混入試料の有効水分量（θ4.2）の測定結果をFig. 5B

に示す。バイオ炭混入試料とコントロールを比較すると，バー

ク炭を混入したすべての試料で有意な差が認められた。一方，

木炭を混入した試料ではコントロールと1%混入試料の間に5%
水準で有意な差が認められた。しかし，それ以外の試料では有

意な差が認められなかった。バーク炭・木炭ごとに混入量の違

う試料間で比較すると，バーク炭を 1%混入した試料と5%混入

した試料との間に 1%水準で，3%混入した試料と 5%混入した

試料の間に 5%水準で有意な差が認められたバイオ炭の混入割

合が等しい試料間の比較では，混入割合が1%の試料が5%水準

で，混入割合 3%と 5%の試料が 1%水準で有意な差が認められ

た。 
以上の結果から，全てのバーク炭の混入試料でθ3.0とθ4.2が

増加したことから，バーク炭は保水性を増加させるための土壌

改良資材として有望であると考えられた。この結果は，島尻マ

ージにバガス炭を混ぜたときの結果（Kameyama et al., 2010）や，

砂質土壌に木炭を混ぜたときの結果（Uzoma et al., 2011）と一致

している。一方，木炭を混入した試料については，1%の混入で

コントロールよりも有意に増加したものの，それ以上混入量を

増やすと逆に有意な差がなくなった。そのため，木炭を粒度の

調整をせずに混入すると，保水性の向上効果があまり現れない

場合があることが確認された。本試験と同じ砂質土壌で木炭を

用いたにもかかわらず，Uzoma et al.（2011）では木炭投入によ

り保水性の増加が期待できるという結果を示している。Uzoma 
et al. の結果と本試験の結果が異なる理由として，前者が炭を細

Fig. 3  飽和透水係数の平均値 (n = 3)。エラーバーは標準偏

差を意味する。*は 5%水準で，**は 1%水準で処理区間の平

均値に有意な差があったことを意味する。 
Averaged saturated hydraulic conductivity (n = 3). Error bars mean 
standard deviations. * and ** mean respectively that there are 
significant differences with significance levels of 5 % and 1% 
between mean values. 

Fig. 4  土壌試料のみ（コントロール）・バーク炭のみ（バ

ーク炭）・木炭のみ（木炭）の水分特性曲線。エラーバーは

標準偏差（n=5）を意味する。 
Soil water characteristic curves of soil (solid circle) and charcoals 
made by bark (open square) and wood (solid square). Error bars 
mean the standard deviations (n = 5). 
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かくすりつぶしているのに対し，本試験では木炭をそのまま使

用したことが考えられる。この結果から，混入する木炭の粒径

によって保水性の改善効果が異なる可能性が示唆されるが，本

試験ではこれを検討するための十分なデータは得られておらず，

これについては今後検討する必要がある。 

Fig. 5  成長有効水分量と有効水分量。エラーバーは標準偏差(n = 5)を意味する。*は 5%水準で，**は 1%水準で処理区間の平均

値に有意な差があったことを意味する。 
Depletion of moisture content for optimum growth and available soil moisture. Error bars mean standard deviations (n = 5). * and ** mean 
respectively that there are significant differences with significance levels of 5 % and 1% between mean values. 

Fig. 6  成長有効水分量と有効水分量のモデルによる推定値と実測値の比較。pF試験と水銀圧入法により求めたバーク炭と木炭の

成長有効水分量と有効水分量の比較。図中の黒丸はpF試験から得られたバーク炭の，灰色の四角は木炭の成長有効水分量と有効

水分量を（Fig. 5参照）、白丸と白四角はそれぞれ水銀圧入法により得られたバーク炭と木炭の成長有効水分量と有効水分量を意

味する。 
Scatter diagrams between measured and estimated values of moisture content for optimum growth (A) and available soil moisture (B). Values in 
vertical axis of black circles and gray squares were respectively estimated using dataset obtained from the water retention curves of biochars by pF 
experiment . Values in vertical axis of open and solid squares were calculated using dataset obtained from the pore space volume, which was measured 
by mercury press-in method. Values of biochars made from bark and wood were shown as circles and squares, respectively.   
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コントロールとバーク炭・木炭を詰めた試料の水分特性曲線

から求めたθ3.0とθ4.2を用いて式(7)により推定したバイオ炭混

入試料のθ3.0とθ4.2を実測値と比較した結果をFig. 6 に示す。

θ3.0 とθ4.2 の推定値と実測値の間の平均自乗誤差（RMSE）は

それぞれ 0.010と0.014であった。これらの値は，それぞれ実測

したθ3.0とθ4.2の 17%と 19%であり，推定誤差は大きくはなか

った。しかし，θ3.0とθ4.2共に過小評価の傾向がみられ，特に

θ4.2でこの傾向が顕著だった。 
水銀圧入法による間隙分布の結果から間隙量と pF の関係を

求めた結果をFig. 7に示す。バーク炭では単位重量当たりのθ

3.0とθ4.2はそれぞれ 0.93 m3 m-3 g-1，1.17 m3 m-3 g-1 であり，水分

特性曲線から得られるものより 0.31～0.42 m3 m-3 g-1 大きい値

となった。また，木炭ではさらに分析法によるθ3.0とθ4.2の違

いが顕著であり，pF試験により求めたθ3.0 = 0.079 m3 m-3 g-1 と

θ4.2 = 0.11 m3 m-3 g-1 に対し，水銀圧入法により求めた値はθ3.0 

= 0.39 m3 m-3 g-1 ，θ4.2 = 0.59 m3 m-3 g-1 であった。 
上と同様に水銀圧入法から求めたθ3.0とθ4.2を用いて式(7)に

より推定したバイオ炭混入試料のθ3.0とθ4.2を実測値と比較し

た結果，θ3.0は実測値と推定値のRMSEが 0.013 m3 m-3，θ4.2

はRMSE = 0.029 m3 m-3 となり，特にθ4.2では pF試験で得られ

たバイオ炭の値を使用した方が実態をよく反映すると考えられ

た。水銀圧入法で測定する際に試料を細かくしたことが，バイ

オ炭の保水性を過大評価した要因の一つと考えられる。 
Fig. 5 から，木炭の混入量の増加に伴い，有意な差は認めら

れないものの，θ3.0とθ4.2が減少する傾向がみられた。一方，

コントロールと木炭を 1%混入した試料の間にはθ3.0・θ4.2共に

有意な差が認められた。これらを同時に満たすよう評価するた

めには，土壌と木炭の保水性を別々に加算するだけでなく，土

壌と木炭の境界にできる間隙による保水性も考慮する必要があ

ることが示唆される。木炭の混入試料のθ3.0とθ4.2が式(7)で推

定した値よりも大きかった理由の一つには，こうした効果を式

(7)では表現できていないことに原因があると考えられる。しか

し，これについては今回の実験では明らかにすることができず，

今後の課題として残されている。 
 

3.2 バイオ炭が硝酸イオンの流出に与える影響 

 保水性の向上に向けた試験で用いた 2種類のバイオ炭のうち，

現地での施用が期待されるバーク炭について，その混入が硝酸

イオンの移動に与える影響を試験した（Fig. 2）．その結果をFig. 
8およびFig. 9に示す． 
 Fig. 8 を見ると，コントロールはバーク炭混入試料に比べて

流出ピークと流出の低下が早いことがわかる。バーク炭混入試

料の硝酸イオンの流出ピークはコントロールに比べておよそ 4
時間半遅く現れた。また，硝酸イオンの流出量が 1 mg 以下に

なる時間は，コントロールでおよそ 25時間，バーク炭 3％でお

よそ 35時間，5％でおよそ40時間であった。バーク炭を混入す

ることで硝酸イオンの流出が遅れることが確認されたが，顕著

な差ではなかった。この理由として，今回用いたバーク炭は硝

酸イオンの吸着があまり期待できないものであったことが考え

られる。バイオ炭は炭化温度により性質が異なり，固相表面の

吸着能力は，炭化温度が高いバイオ炭ほど大きい。木炭，竹炭，

バガス炭では炭化温度 600～700℃以上の高温で生成された場

合に硝酸イオンの吸着能力を有するものとなる（伴野ら, 2009; 
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Fig. 7  水銀圧入法によるバーク炭と木炭の間隙構造の違い 
Distribution of pore space volume of charcoals made by bark and wood, 
which were measured by mercury press-in method. 

Fig. 8 バーク炭混入による硝酸イオンの流出量の違い 
Nitrate leachate from soil columns with different biochar contents (0, 
3, 5% [w/w]) 

Fig. 9 バーク炭混入による硝酸イオンの積算流出量の違い 
Cumulative nitrate leachate from soil columns with different biochar 
contents (0, 3, 5% [w/w]) 
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Dempster et al., 2012; Kameyama et al., 2012）。今回用いたバーク炭

は炭化温度を管理して製造されたものではなく，固相表面の吸

着能力が発揮される 600～700℃以上で炭化されたものではな

かったものと推察される。また，硝酸イオンの流出の低下がバ

ーク炭で遅れた理由として，バーク炭の混入によって間隙率が

増加したことが挙げられる。間隙率はコントロールでは 0.40で
あったが，バーク炭 3％で 0.47，バーク炭 5％で 0.50 と増加し

た。しかし，4.4 mm hr-1 前後の潅漑強度で連続的に給水を行っ

たため，間隙率の違いに比べて給水量が十分大きく，顕著な遅

れは現れなかった。 
一方，バーク炭の混入は硝酸イオンの積算流出量を減少させ

る傾向があった（Fig. 9）。今回のカラム試験では全ての試料に，

硝酸カリウムを 478mg（土壌に対して 100 mg N kg-1 相当）混

入した。この場合，混入した硝酸イオンは388mgとなる。流出

率はコントロールで 83%，バーク炭混入試料で 75%であった。

今回のカラム実験では給水強度を一定とし，下端の負圧も小さ

かったため，浸透水量の経時変化やポテンシャル分布はコント

ロールとバーク炭混入試料で同様のものとなった。また，測定

期間（73時間）における積算浸透量も全ての試料で 900 ml以
上あった。そのため，硝酸イオンの積算流出量の違いは，浸透

量の違いによるものではなく，実験初期に硝酸イオンがバーク

炭の微細間隙中に不動水として保持されたことや不溶化・脱窒

等により硝酸が減少したことに起因していると考えられた。 
Zheng et al. (2013)やYao et al. (2012)も類似の結果を得ているが，

メカニズムについては不明な点が多い。硝酸イオンの流出量の

減少についての詳細なメカニズムの解明については今後の課題

であるが，今回の試験でバーク炭混入による肥料成分の移動特

性に関する概略は得られたものの考えている。 
 

Ⅳ 結 言 

 
 国営農業用水再編対策事業「九頭竜川下流地区」の対象地区

の一部である三里浜砂丘地では，事業実施後に潅漑水を有効利

用した営農を実現するための営農実証試験が行われている。し

かし，土壌が砂質土壌のため，保水性の確保や肥料持ちの改善

が必要とされている。そこで，地元の九頭竜森林組合が木材の

リサイクルで生産しているバイオ炭に注目し，これを地産地消

の観点から活用できないかどうか検討した。特に，これまでの

営農実証試験の中で問題となっている肥料抜けに対しては，土

壌の保水性を向上させて水溶性の肥料成分の滞留時間を長くす

ること，および肥料成分を吸着する特性を向上させること等が

重要となる。そのため，本研究では，九頭竜森林組合で製造さ

れているバイオ炭（バーク炭）の混入による保水性の改善と肥

料成分の移動への影響について実験室レベルで試験を行い，バ

イオ炭の混入による保水性・保肥性の改善の可能性について検

討した。 
バイオ炭の混入による保水性の改善については，バーク炭を

混入した土壌の成長有効水分量と有効水分量は，すべての混入

割合（1％，3％，5％）の試料について，コントロールよりも有

意に値が大きくなった。一方，比較対象とした木炭を1%混入

した試料ではコントロールよりも有意にこれらの値が上昇した

が，木炭を 3%と 5%混入した試料ではコントロールとの間に有

意な差が認められなかった。バーク炭は土壌の約3倍の成長有

効水分量と有効水分量を持つのに対し，木炭は土壌よりもこれ

らの値が小さかった。このことが，木炭を混入した試料で明確

な保水性の増加効果が認められなかった要因と考えられた。バ

イオ炭と土壌の成長有効水分量と有効水分量を足し合わせたも

のが混合試料の各水分量になると仮定したモデルで計算した値

は，実測値よりも若干小さかった。このことから，土壌とバイ

オ炭の保水特性から混合土壌の保水特性を精度良く推定するた

めには，土壌とバイオ炭との間に形成される問題も考慮する必

要があることが示唆された。 
 硝酸イオンの移動については，使用したバーク炭は硝酸イオ

ンを吸着する能力は期待できないが，バーク炭を入れると間隙

構造の変化により土壌のみの場合よりも溶脱のタイミングが遅

くなることが明らかになった。また，バーク炭を混入すること

により，バーク炭の微細間隙中の不動水として硝酸イオンの保

持や脱窒・不溶化等の促進により，下層への溶脱量は減少する

ことを示唆する結果も得られた。ただし，その差は小さく，効

果の発現には降雨条件等も十分考慮する必要がある。 
 以上のことから，九頭竜川流域で製造されているバーク炭の

混入は保水性を向上させて水溶性の肥料成分の滞留時間を長く

する効果が期待できる材料であることが明らかになった。しか

し，肥料成分を吸着して肥料抜けを抑える効果は期待できない

ことも示唆された。ただし，今回の溶脱試験は土壌が比較的飽

和に近い状況のもと，潅漑強度4.4 mm hr-1 前後で 300 mm以上

の潅漑を行った場合に相当する。そのため，現地条件でバイオ

炭を用いた保水性の改善が肥料抜けの対策としてどのくらい有

効であるかは，今後，現地での実証試験等も踏まえて確認して

いく予定である。 
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Effect of Biochar Application on Soil Physical Properties of Sandy Soil 
 

IWATA Yukiyoshi*, MIYAMOTO Teruhito* and KAMEYAMA Kohji* 

 

Agricultural Environment Engineering Research Division, Farmland Soil and Water Management* 
  

Summary 
Adding biochar to soil is one means to improve soil physical properties. To examine the effects of biochar on 
soil physical properties, biochar of two types was mixed in sandy soil. Soil was taken from farmland in 
Sanrihama in the Kuzuryu river basin, a main irrigation area in Japan. Biochar made from bark (Bark-char), 
manufactured in this basin, was used as one type of biochar. Charcoal was used for the other biochar samples. 
Biochars of 1, 3, and 5% of the soil weight were mixed with the soil and were packed into cylindrical 
containers of 100 cm3 in volume. The soil without biochar was also repacked into the container as control. 
Saturated hydraulic conductivity (ks), moisture content for optimum growth (θ3.0) and available soil moisture 
of these samples (θ4.2) were determined. θ3.0 and θ4.2 of biochars were also determined using biochar 
samples repacked densely into the 100 cm3 container. No significant change of ks was found from adding 
Bark-char. In contrast, ks of the sample with 5% added charcoal was slightly larger than that of the control, 
probably because of numerous macrospores in the charcoal. θ3.0 and θ4.2 increased significantly by adding 
Bark-char, irrespective of the added amount. In contrast to the Bark-char, no significant difference of θ3.0 
was found between control and soil samples with 5% added charcoal. Moreover, θ4.2 increased only when 1% 
charcoal was added to the soil. These results coincided with significantly larger θ3.0 and θ4.2 of Bark-char 
compared with those of charcoal. To examine nitrate movement, three samples were packed into a 
150-mm-height cylindrical column of 60 mm in diameter: no biochar, 3% Bark-char mix, and 5% Bark-char 
mix. Before packing into the column, KNO3 of 100 mgN kg-1 was mixed with the samples. NO3

- leaching from 
the soil column was delayed slightly by the addition of Bark-char. From this leaching experiments, we 
speculated that Bark-char was not considered to absorb substantial amount of nitrate. It is more likely that 
nitrate solution in soil water stayed longer in the soil column resulting from improved water holding capacity 
by adding Bark-char. 

 
Keywords: sandy soil, biochar, soil amelioration, available soil moisture, nitrate 

 




